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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいた
だいた株主様に対して交付する書面への記載を省略しています。

第137期定時株主総会
その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）

（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

①事業報告に表示すべき事項のうち以下の事項
(ⅰ)直前三事業年度の財産及び損益の状況とその推移
(ⅱ)新株予約権等に関する事項
(ⅲ)会計監査人に関する事項
(ⅳ)業務の適正を確保するための体制の整備及び当該体制の運用状況の概要
②連結株主資本等変動計算書
③連結注記表
④株主資本等変動計算書
⑤個別注記表

日本郵船株式会社



2024/05/16 17:04:36 / 23088651_日本郵船株式会社_招集通知

直前三事業年度の財産及び損益の状況とその推移、新株予約権等に関する事項

直前三事業年度の財産及び損益の状況とその推移

区分 第134期
2020年度

第135期
2021年度

第136期
2022年度

第137期(当期)
2023年度

売上高 1,608,414 2,280,775 2,616,066 2,387,240

経常損益 215,336 1,003,154 1,109,790 261,341
親会社株主に
帰属する当期純損益 139,228 1,009,105 1,012,523 228,603

１株当たり
当期純損益 824.55円 5,973.76円 1,993.71円 468.13円

総資産 2,125,480 3,080,023 3,776,797 4,254,770

純資産 667,411 1,759,073 2,524,993 2,693,365

１株当たり純資産 3,703.27円 10,144.29円 4,877.55円 5,772.5円

① 当社グループの財産及び損益の状況
（単位：特記なきものは百万円）

(注1) １株当たり当期純損益は期中平均発行済株式の総数により算出していま
す。また、１株当たり純資産は期末発行済株式の総数により算出してい
ます。なお、発行済株式の総数は、自己株式を除いています。

(注2) 「役員報酬BIP信託」が保有する当社株式を連結計算書類において自己株
式として計上しています。これに伴い、当該信託が保有する当社株式
を、期中平均発行済株式及び期末発行済株式の総数から控除する自己株
式に含めています。

(注3) 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31
日）等を第135期の期首から適用しており、第135期以降に係る各数値
については、当該会計基準等を適用した後の数値となっています。

(注4) 第136期の１株当たり当期純損益及び１株当たり純資産は、2022年10
月１日を効力発生日として当社の普通株式１株につき３株の割合で分割
した株式分割が期首に行われたと仮定して算出しています。

区分 第134期
2020年度

第135期
2021年度

第136期
2022年度

第137期(当期)
2023年度

営業収益 561,745 777,239 983,554 1,024,291

経常損益 90,960 434,140 628,651 272,871

当期純損益 38,252 488,220 600,344 259,059
１株当たり
当期純損益 226.54円 2,890.16円 1,182.09円 530.49円

総資産 1,333,529 1,592,888 1,726,420 1,938,047

純資産 249,490 678,184 884,221 835,968

１株当たり純資産 1,477.48円 4,014.44円 1,739.97円 1,820.71円

② 当社の財産及び損益の状況
（単位：特記なきものは百万円）

(注1) １株当たり当期純損益は期中平均発行済株式の総数により算出していま
す。また、１株当たり純資産は期末発行済株式の総数により算出してい
ます。なお、発行済株式の総数は、自己株式を除いています。

(注2) 「役員報酬BIP信託」が保有する当社株式を計算書類において自己株式と
して計上しています。これに伴い、当該信託が保有する当社株式を、期
中平均発行済株式及び期末発行済株式の総数から控除する自己株式に含
めています。

(注3) 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31
日）等を第135期の期首から適用しており、第135期以降に係る各数値
については、当該会計基準等を適用した後の数値となっています。

(注4) 第136期の１株当たり当期純損益及び１株当たり純資産は、2022年10
月1日を効力発生日として当社の普通株式１株につき３株の割合で分割
した株式分割が期首に行われたと仮定して算出しています。

新株予約権等に関する事項（2024年３月31日現在）
　該当事項はありません。

－ 1 －
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会計監査人に関する事項

会計監査人に関する事項

区　　　　分 報酬等の額（百万円）
報酬等の額 207
当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 373

(１) 会計監査人の名称
　有限責任監査法人トーマツ

(２) 当期に係る会計監査人の報酬等の額

(注1) 当社監査等委員会は、会計監査人及び社内関係部門との面談・聴取を通じて、会計監査人が提出した監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り
の算出根拠等の相当性について確認を行ったうえ、会社法第399条第１項及び第3項の定めにより会計監査人の報酬等の額に同意しました。

(注2) 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法に基づく監査報酬と金融商品取引法に基づく監査報酬の額を区分していませんので、上記の金額には金
融商品取引法に基づく監査の報酬等を含めています。

(注3) 当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である、会計に関する助言・指導業務の対価を支払っています。
(注4) 当社の重要な子会社のうち、㈱ユニエツクスNCT、NYK GROUP AMERICAS INC.、NYK GROUP EUROPE LTD.、及びNYK GROUP SOUTH ASIA PTE. 

LTD.は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の計算関係書類の監査（会社法又
は金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む。）の規定によるものに限る。）を受けています。

(注5) 当期中に上記以外に前期の監査に係る追加報酬7百万円を会計監査人である有限責任監査法人トーマツに支払っています。

(３) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項の各号に該当すると判断した場合に監査等委員全員の同意によって解任い
たします。この場合、解任及びその理由を解任後最初に招集される株主総会において報告いたします。
　また、上記のほか、会計監査人による適正な職務の遂行が困難であること、その他会計監査人の変更が相当であると認められる場合
には、監査等委員会は株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

－ 2 －
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業務の適正を確保するための体制の整備及び当該体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制の整備及び当該体制の運⽤状況の概要

業務の適正を確保するための体制の整備に係る決議内容及び当期における当該体制の運用状況の概要は以下のとおりです。なお、当
社は、2023年６月21日開催の第136期定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設置会社に移行しており、以下の記載は移
行後の内容となりますが、移行前においても、監査役会設置会社として同様の体制を整備・運用しています。

【業務の適正を確保するための体制】
当社及び当社グループの業務の適正を確保するための体制の整備は、内部統制委員会における審議・確認を経て当社取締役会が決定

しています。

１．取締役及び使⽤人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(1) コーポレートガバナンスに関する体制

１) 取締役会は、社外取締役を含む取締役で構成し、法令、定款及び社内規程等に従い、重要事項を決定し、或いは報告を受け
る。

２) 取締役会は、取締役の管掌や担当等を決定し、取締役の職務の執行を監督する。
３) 監査等委員会は、監査等委員会規則、及び監査等委員会監査等基準に則り、取締役の職務執行を監査する。

(2) コンプライアンスに関する体制
１) 当社グループの企業理念、企業行動憲章を定め、役職員に適用される行動規準、社規則等を制定し、内部通報制度を整備す

る。
２) コンプライアンスに係る体制整備と活動を統轄するチーフコンプライアンスオフィサー（CCO）を設置し、コンプライアン

ス委員会がコンプライアンス状況を評価する。
３) 子会社等においても同様の体制整備を促進する。

(3) 財務報告に関する体制
１) 適正な会計処理と財務報告のための方針、業務規程等を定める。
２) 内部統制報告制度や情報開示に係る委員会が、財務報告の適正性を確保するための体制の整備と運用状況を評価する。

(4) 内部監査に関する体制
内部監査部門が、内部監査に係る規則や基準等に基づき、当社及び子会社等の業務全般を、定期的に監査する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
株主総会や取締役会議事録等、取締役の職務執行に係る重要な文書は、担当部署が適切に保存及び管理し、取締役はこれらの文

書をいつでも閲覧できる。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1) 安全を最重要課題と位置付け、海・陸・空の事業領域毎に最適な安全管理体制を整備する。
(2) リスク管理に係る方針と規則を定め、リスク管理委員会が、当社グループの重要リスクと管理本部を決定し、リスク傾向と対

策の妥当性を評価する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(1) 執行役員制を採用し、執行役員が取締役会及び取締役からの委任に基づき、担当職務を執行する。
(2) 取締役及び執行役員の管掌又は担当、社内各組織の業務分掌、役職員の職務権限及び取締役会等への付議基準、並びに役位毎

の決裁基準を定める。
(3) 取締役会の決議により、重要な業務執行の決定の一部を取締役に委任し、意思決定の迅速化を図る。

－ 3 －
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業務の適正を確保するための体制の整備及び当該体制の運用状況の概要

５．日本郵船グループにおける業務の適正を確保するための体制
(1) 各子会社等を管掌する部署が、子会社等の管理に係る社内規程に従い、各子会社等の経営管理等を行う。
(2) 当社から各子会社等に、取締役及び監査役を派遣して業務の適正を確保する。
(3) 子会社等の役職員も当社の内部通報制度を利用でき、子会社等で発生したコンプライアンス事案は、社内規程に従って当社に

報告される。

６．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使⽤人に関する事項、当該取締役及び使⽤人の他の取締役（監査等委員である取締
役を除く。）からの独立性に関する事項並びに監査等委員会の当該取締役及び使⽤人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(1) 監査等委員会の職務執行を補助する部署を設置し、専任の使用人を配置する。なお、監査等委員会の職務を補助すべき取締役
は置かない。

(2) 当該使用人は監査等委員会の指揮命令下にあり、その人事考課は、常勤監査等委員が行う。また、当該使用人の人事異動及び
懲戒処分については、監査等委員会の意見を最大限尊重する。

７．監査等委員会への報告に関する体制、及び報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制

(1) 監査等委員は取締役会のほか、経営会議、その他重要な社内会議に出席し、意見を表明できる。
(2) 当社グループに著しい損害が発生するおそれがある場合の、取締役及び執行役員による監査等委員会への報告義務を、社内規

程で定める。
(3) 当社グループのコンプライアンス事案の、役職員による監査等委員会への報告体制を整備する。
(4) 内部通報者に関わる身元の秘匿と不利益取扱いを禁止する社内規程を整備する。

８．監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費⽤の処理等に係る方針に関する
事項、及びその他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査等委員の職務執行に必要な費用は、会社が負担する。
(2) 内部監査部門は、監査等委員会との間で、監査計画の策定や内部監査結果等につき、緊密に情報交換及び連携を図る。
(3) 内部監査部門の長の人事異動については、監査等委員会の意見を尊重するものとし、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）からの独立性を確保する。

【業務の適正を確保するための体制の運⽤状況の概要】
内部統制委員会で確認された、内部統制上重要と考える取組みは以下のとおりです。

１．取締役等の職務の執行の適法性と効率性確保の取組み
(1) 取締役会は、取締役会規則や付議基準等に基づいて運営され、取締役等の選解任や報酬については、指名諮問委員会や報酬諮

問委員会における協議結果を踏まえて決定している。
(2) 取締役会の実効性向上のため、取締役へのアンケートを実施して分析・評価及び課題の抽出を行い、必要に応じ取締役会運営

方法の見直し等を行っている。
(3) 取締役会は経営計画を決定し、業務執行取締役及び執行役員は、当該計画に沿って事業運営方針を策定し、実行している。

２．コンプライアンスに関する取組み
(1) チーフコンプライアンスオフィサー（CCO）は、コンプライアンス活動の年度方針と計画を策定し、期初のコンプライアンス

委員会において承認を得ている。活動の状況、内部通報やコンプライアンス対応実績等は、期中のコンプライアンス委員会、
遵法活動徹底委員会において確認され、その概況は取締役会に報告されている。

－ 4 －
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業務の適正を確保するための体制の整備及び当該体制の運用状況の概要

(2) 当社役職員にコンプライアンス意識調査を実施するとともに行動規準遵守の誓約を求め、役職員の職責等に応じたコンプライ
アンス教育・研修を実施する等、コンプライアンスを重視する個人の意識と企業文化の醸成に努めている。

(3) コンプライアンス事案が発生した場合の対処等に関する社内規則に基づき、有事には速やかな是正と再発防止の実施を図り、
重要な案件については、前記社内規則の細則に定めた報告基準に基づき、コンプライアンス委員会を通じ取締役会に報告して
いる。

３．財務報告に関する取組み
(1) 内部統制委員会に専門の部会を設置し、財務報告に関する信頼性の検証と内部統制報告書案を審議している。
(2) 適時適切な開示のため、四半期毎に開催する情報開示委員会において、開示内容等について報告を行い、内部統制の整備及び

運用状況の有効性評価を実施している。

４．内部監査に関する取組み
(1) 内部監査の結果は、監査対象の部門や子会社等に報告され、指摘事項について必要な対応が取られている。また、取締役会及

び社長は、内部監査の結果と指摘事項への対応状況について報告を受けている。
(2) 監査業務の有効性と効率性を確保するために、IT技術を活用した監査手法の高度化を図っている。

５．情報管理、情報セキュリティに関する取組み
(1) 情報管理については、内容の重要度に応じて閲覧手続き及び閲覧権限と保存期間を定め、効率的な事務処理と情報の共有化に

努めている。
(2) 情報の窃取やシステムの機能停止等を目的とするサイバー攻撃に対しては、セキュリティ対策の強化に加え、定期的な訓練等

を実施し、グローバルな管理体制の構築を進めている。また、情報セキュリティ教育・啓発のためのeラーニングと標的型攻
撃メール訓練等を実施している。

６．安全とリスク管理に関する取組み
(1) 海・陸・空の事業領域において「重大事故ゼロ」の目標を掲げ、安全管理のルールと仕組みを整備し、これらに基づき安全推

進活動を行っている。船舶については、当社の安全基準に基づく監査を実施し、安全水準の維持、向上に努めている。これら
の活動については、安全・環境対策推進委員会が定期的に評価を行っている。

(2) リスク管理委員会において、現在のリスク管理状況と顕在化したリスク対策の妥当性を検証している。また、リスク一覧を更
新し、リスク傾向や一定の基準等を踏まえ、翌事業年度における重要リスクを選定しリスク管理本部を決定するとともに、そ
れら重要リスク対策の妥当性を検証している。

(3) リスク管理の実効性向上の為、管理手法の中長期的なあり方の議論や改善を実施している。
(4) リスク管理において、外部専門家の知見を積極的に活用している。

７．日本郵船グループにおける業務の適正確保に関する取組み
(1) 日本郵船グループ共通の企業理念、行動憲章に基づき、各子会社等で行動規準を定めている。また、各子会社等の役職員か

ら、各社の行動規準遵守に係る誓約を得ている。
(2) 当社グループ運営上の基本事項に係る指針を定めた上で、子会社等が遵守又は参照すべき、会社運営、経理、コンプライアン

ス等、コーポレート関係の事項に関するスタンダードを定め、その遵守状況を定期的に監査又は調査している。
(3) 子会社等において、当社又は各社の内部通報窓口を周知し、利用を促進している。また、法務・コンプライアンスに係る研修

の機会を、子会社等に提供している。

８．監査等委員会の監査等に関する取組み
(1) 当社の監査等委員会室は監査等委員会に直属し、所属する専任の使用人は、監査等委員会の監査等の補佐、監査等委員会の運

営事務局等、監査等委員の補助業務を行っている。当該使用人は、監査等委員の指揮命令下にあり、その人事考課は常勤監査
等委員が行う等、執行部門からの独立性を確保している。

－ 5 －



2024/05/16 17:04:36 / 23088651_日本郵船株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制の整備及び当該体制の運用状況の概要

(2) 監査等委員は、取締役会や経営会議等の重要会議に出席して意見を述べ、議事録や稟議書等の重要書類の閲覧や、関係者への
聴取等により情報を収集している。

(3) 当社及び当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることが発見された場合の報告に関しては社規則で定めら
れており、コンプライアンス事案や内部通報の管理状況は監査等委員に定期的に報告されている。なお、社規則に従い、内部
通報者の身元は秘匿されている。

(4) 監査等委員は、会計監査人及び内部監査部門と相互に情報交換し、三者の監査の連携を通じて、監査等委員会の監査等の実効
性及び効率の向上に努めている。

(5) 監査等の実効性確保の為、監査等委員の職務執行に必要な費用は、会社が負担している。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで） （単位：百万円）
株主資本 その他の包括利益累計額

非支配
株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 144,319 44,897 2,018,915 △3,793 2,204,338 32,909 6,583 207,437 27,371 274,302 46,352 2,524,993

当連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △115,964 △115,964 △115,964

親会社株主に帰属する当期純利益 228,603 228,603 228,603

自己株式の取得 △200,044 △200,044 △200,044

自己株式の処分 0 241 241 241
非支配株主との取引に係る親会社の持分
変動 202 202 202

連結範囲の変動 631 631 631

在外関係会社の子会社に対する持分変動 △26,663 △26,663 △26,663

その他 0 0 0
株主資本以外の項目の当連結会計年度中
の変動額（純額） 17,890 1,430 199,908 65,494 284,724 △3,359 281,365

当連結会計年度中の変動額合計 － 202 86,606 △199,802 △112,994 17,890 1,430 199,908 65,494 284,724 △3,359 168,371

当期末残高 144,319 45,099 2,105,521 △203,595 2,091,344 50,800 8,014 407,345 92,866 559,026 42,993 2,693,365
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(1) 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等、(2)収益認識に関する注記、(3)会計上の見積りに関する注記、(4)連結貸借対照表に関す
る注記

連結注記表
(1) 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等
① 連結の範囲に関する事項
(ⅰ) 連結子会社の数： 505社

主要な連結子会社の名称
主要な連結子会社は、事業報告「１．当社グループの現況に関する事項　(9)重要な企業結合の状況　②重要な子会社の状況」
に記載のとおりです。

連結の範囲の変更
NYK LNG SHIPPING NO.1 CORP.他17社は、新たに設立したため、連結の範囲に含めています。
BOTAN MARITIMA S.A.他13社は、総資産、売上高、純利益及び利益剰余金等とも重要性が生じたため、連結の範囲に含め
ています。
NOEL TOPCO LTD.他10社は、株式の取得により、連結の範囲に含めています。
三菱鉱石輸送㈱は、株式の取得のため、持分法適用関連会社から連結子会社へ変更しています。
NYK LINE HOLDINGS (MALAYSIA) SDN BHD他24社は、会社を清算したため、連結の範囲から除外しています。
TRANSPORTS PIERRE SA及びPIERRE LOGISTIC SAは、2023年5月15日付をもってAJIMEX SRLと合併したため、連結の範
囲から除外しています。
NYK PORTS LLC.他4社は、株式売却のため、連結の範囲から除外しています。

(ⅱ) 主要な非連結子会社の名称
特記すべき主要な非連結子会社はありません。

(ⅲ) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由
非連結子会社の総資産の合計額、売上高の合計額、純利益の額のうち持分の合計額及び利益剰余金の額のうち持分の合計額等
は、連結会社の総資産の合計額、売上高の合計額及び純利益、利益剰余金の額のうち持分の合計額等に比していずれも少額であ
り、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため除外しています。

② 持分法の適用に関する事項
(ⅰ) 持分法適用会社の数

非連結子会社： ３社
関連会社： 222社
主要な持分法適用会社の名称

主要な関連会社は、事業報告「１．当社グループの現況に関する事項　(9) 重要な企業結合の状況　③主要な関連会社の状
況」に記載のとおりです。

持分法の適用範囲の変更
KNOT SHUTTLE TANKERS 43 AS他2社は、新たに設立したため、持分法適用の範囲に含めています。
KEYS BUNKERING WEST JAPAN㈱他12社は、総資産、売上高、純利益及び利益剰余金等とも重要性が生じたため、持分法
適用の範囲に含めています。
PT. PATIMBAN INTERNATIONAL CAR TERMINAL他5社は、株式の取得のため、持分法適用の範囲に含めています。
三菱鉱石輸送㈱は、株式の取得のため、持分法適用関連会社から連結子会社へ変更しています。
NEW NADA SHIPPING CO., LTD.他1社は、会社を清算したため、持分法適用の範囲から除外しています。
KNOT SHUTTLE TANKERS 23 ASは、2023年6月20日付をもってKNUTSEN SHUTTLE TANKERS 3 ASと合併したため、
持分法適用の範囲から除外しています。
KNOT SHUTTLE TANKERS 12 ASは、2023年9月14日付をもってKNOT SHUTTLE TANKERS ASと合併したため、持分法
適用の範囲から除外しています。

(ⅱ) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社
特記すべき主要な非連結子会社及び関連会社はありません。

(ⅲ) 持分法非適用会社について持分法適用の範囲から除いた理由
持分法非適用の非連結子会社及び関連会社の純利益の額及び利益剰余金の額のうち持分の合計額等は、連結会社及び持分法適用
会社の純利益の額のうち持分の合計額に比して少額であり、また利益剰余金等に及ぼす影響も軽微であり、全体としても連結計
算書類に重要な影響を及ぼしていないため除外しています。
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(1) 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等、(2)収益認識に関する注記、(3)会計上の見積りに関する注記、(4)連結貸借対照表に関す
る注記

(ⅳ) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項
決算日が12月31日の持分法適用会社のうち、１社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用して
います。
上記以外の決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書類を使用しています。

③ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち決算日が12月31日の会社40社については、同日現在の計算書類を使用しており、連結決算日との間に生じた
重要な取引については連結上必要な調整を行っています。
また、決算日が12月31日の会社9社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しています。
なお、当連結会計年度より、連結子会社AJIMEX BVは決算日を12月31日から3月31日に変更しています。

12月31日決算の主要な会社
NYK LINE (CHINA) CO., LTD.

④ 会計方針に関する事項
(ⅰ) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
満期保有目的の債券 償却原価法（主として定額法）
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法
デリバティブ 時価法
棚卸資産 主として先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(ⅱ) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）　　　　　　主として定額法
無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウエア 主として社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
その他 主として定額法

リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法
なお、一部の在外連結子会社についてはIFRS第16号「リース」又はASU第2016-02号「リース」を適用しています。原則とし
て、借手におけるすべてのリースを連結貸借対照表に資産及び負債として計上しており、資産計上された使用権資産の減価償却
方法は定額法によっています。

(ⅲ) 重要な繰延資産の処理方法
社債発行費 社債償還期間にわたり月割償却しています。

(ⅳ) 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しています。

賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度
の負担額を計上しています。

役員賞与引当金 役員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の
負担額を計上しています。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、一部の連結子会社において内規に基づ
く期末要支給額を計上しています。
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(1) 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等、(2)収益認識に関する注記、(3)会計上の見積りに関する注記、(4)連結貸借対照表に関す
る注記

株式給付引当金 株式交付規程に基づく取締役及び執行役員への当社株式の給付等に備えるた
め、当連結会計年度末において対象者に付与されるポイントに対応する当社株
式の価額を見積り計上しています。

特別修繕引当金 船舶の特別修繕に要する費用の支出に備えるため、船舶の将来の見積修繕額に
基づいて計上しています。

契約損失引当金 定期傭船契約や賃貸借契約の履行又は期限前返船等、並びに固定資産の購入に
伴い発生する損失に備えるため、将来の損失見込額を計上しています。

事業再編関連引当金 事業の再編等に伴う損失に備えるため、将来の損失見込額を計上しています。
(ⅴ) 退職給付に係る会計処理の方法

ⅰ　退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、主として、給
付算定式基準によっています。

ⅱ　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として８年）による定額法により費用処理
することとしています。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（主として８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしています。

(ⅵ) 重要な収益及び費用の計上基準
顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価の額で収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

（全事業全般）
当社グループは、主に定期船事業、不定期専用船事業、航空運送事業、物流事業、不動産業及びその他の事業を営んでいま
す。
履行義務の識別にあたっては、本人か代理人かの検討を行っており、顧客との約束の性質が、特定された財又はサービスを自
ら提供する履行義務である場合には、本人として収益を対価の総額で認識しており、それらの財又はサービスが他の当事者に
よって提供されるように手配する履行義務である場合には、代理人として収益を対価の純額で認識しています。
顧客からの対価は、通常、履行義務の充足時点から、1年以内に支払いを受けています。なお、重要な金融要素は含んでいま
せん。
取引価格は、約束した財又はサービスの顧客への移転と交換に当社グループが権利を得ると見込んでいる対価の金額で測定
し、変動対価が含まれています。なお、顧客との契約における対価に変動対価が含まれる場合には、当該変動対価に関する不
確実性が事後的に解消される際に、解消される時点までに計上された収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限
り、取引価格に含めています。
取引価格の履行義務への配分は、約束した財又はサービスを顧客に移転するのと交換に権利を得ると見込んでいる対価の金額
を描写する金額で取引価格を各履行義務へ配分しています。取引価格を各履行義務に独立販売価格の比率で配分するため、契
約における各履行義務の基礎となる別個の財又はサービスの契約開始時の独立販売価格を算定し、取引価格を当該独立販売価
格に比例して配分しています。
収益を認識するにあたっては、定期船事業、不定期専用船事業、航空運送事業、物流事業及びその他の事業について、顧客と
の契約に基づき履行義務を識別しており、一時点で履行義務を充足し収益を認識する他、主に一定の期間にわたり充足される
履行義務として、進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しています。通常は下記の時点で、当
社グループの履行義務を充足すると判断し収益を認識しています。また、ステップ１からステップ５に関する事項で、事業別
に記載することがより適切であると判断した事項は、下記に記載をしています。
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(1) 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等、(2)収益認識に関する注記、(3)会計上の見積りに関する注記、(4)連結貸借対照表に関す
る注記

(1)海運業に係る収益（定期船事業、不定期専用船事業）
海運業（定期船事業、不定期専用船事業）については、傭船契約等（連続航海傭船契約・数量輸送契約・個品運送契約・定期
傭船契約等）の契約に基づき、顧客に対して、運送サービス等を提供しており、主に一定の期間にわたり充足される履行義務
であると判断しています。運送サービス（定期傭船除く）の場合は、航海期間における日数に基づき、履行義務の充足に係る
進捗度を合理的に見積り、収益を認識しています。なお、運送サービスのうち、不定期専用船事業の一部については、一航海
の船舶が発港地を出発してから帰港地に到着するまでの期間が通常の期間（運送サービスの履行に伴う空船廻航期間を含み、
運送サービスの履行を目的としない船舶の移動又は待機期間を除く。）である場合には、複数の顧客の貨物を積載する船舶の
一航海を単一の履行義務としたうえで、当該期間にわたり収益を認識しています。定期傭船の場合は、現在までに履行が完了
した部分に対する顧客にとっての価値に直接対応する対価の額を顧客から受け取る権利を有しているため、請求する権利を有
している金額で収益を認識しています。
顧客からの対価は、定期傭船の場合は、通常、履行義務の提供前に顧客から収受し、収受より1年以内に履行義務を充足して
います。定期傭船以外の場合は、通常、履行義務の充足時点から1年以内に支払いを受けています。なお、重要な金融要素は
含んでいません。
取引価格は、主に航海数、運賃率、滞船料及び早出料等の変動要素があり、変動対価を含みます。
連続航海傭船契約及び数量輸送契約に係る変動対価（取引価格）の履行義務への配分は、変動性のある支払の条件が、航海ご
との運送サービスに個別に関連していること及び契約における履行義務及び支払条件のすべてを考慮した場合、個別の航海ご
とに発生する変動対価の額のすべてを個別の航海ごとの運送サービスに配分することが、権利を得ると見込む対価の額を描写
するため、個別の航海ごとの運送サービスへ配分しています。
なお、裸傭船契約については、主にリース取引に係る収益であり、収益認識に関する会計基準等の対象外のため、リース取引
に関する会計基準等に従い、収益を認識しています。

(2)航空業に係る収益（航空運送事業）
航空運送事業については、輸送サービス契約等の契約に基づき、顧客に対して、航空機貨物輸送サービス等を提供しており、
主に一定の期間にわたり充足される履行義務であると判断しています。航空機貨物輸送サービスの場合は、輸送期間における
日数に基づき、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積り、収益を認識しています。

(3)物流業に係る収益（物流事業）
物流事業については、運送契約等の契約に基づき、顧客に対して、国際貨物輸送サービス（海上・航空）及びロジスティクス
サービス（陸運・倉庫）等を提供しており、主に一定の期間にわたり充足される履行義務であると判断しています。国際貨物
輸送サービス（海上・航空）の場合は、船舶及び航空機の運送期間等における日数等に基づき、履行義務の充足に係る進捗度
を合理的に見積り、収益を認識しています。また、ロジスティクスサービス（陸運・倉庫）の場合は、運送期間、保管期間等
における日数等に基づき、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積り、収益を認識しています。

(4)その他の収益（不動産業、その他の事業）
その他の事業については、顧客に対して、主に船舶燃料の補油サービス、燃料販売等を提供しており、当該履行義務は、受渡
時点において、顧客が船舶燃料の補油サービス、燃料販売等に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し、当該時
点で収益を認識しています。
なお、不動産業については、不動産賃貸業等を営んでおり、これは主にリース取引に係る収益であり、収益認識に関する会計
基準等の対象外のため、リース取引に関する会計基準等に従い、収益を認識しています。

(ⅶ) 重要なヘッジ会計の方法
資産及び負債、予定取引における金利変動リスク、為替変動リスクあるいはキャッシュ・フロー変動リスクを相殺するためのデ
リバティブ取引等に対し、ヘッジ会計を適用しています。また、燃料油購入等における価格変動リスクに備えるためのデリバテ
ィブ取引についても、同様にヘッジ会計を適用しています。その方法は、繰延ヘッジを採用していますが、為替予約等のうち所
定の要件を満たすものについては振当処理を、金利スワップ等のうち所定の要件を満たすものについては特例処理を行っていま
す。
なお、借入金・社債等の金利変動リスクに対しては金利スワップ等を、金銭債権債務・在外子会社等への投資・予定取引等の外
貨建取引の為替変動リスクに対しては通貨スワップ・為替予約・外貨建金銭債権債務等を、燃料油等の価格変動リスクに対して
は燃料油スワップ等をヘッジ手段としています。ヘッジ有効性の評価は、毎四半期末にヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又は
キャッシュ・フロー変動の累計の比率分析を行う方法によっています。ただし、特例処理によっている金利スワップ等について
は、有効性の評価を省略しています。
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上記のヘッジ関係のうち、「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」（実務対応報告第40号　2022年３月17
日）の適用範囲に含まれるヘッジ関係のすべてに、当該実務対応報告に定められる特例的な取扱いを適用しています。当該実務
対応報告を適用しているヘッジ関係の内容は、以下のとおりです。
ヘッジ会計の方法…繰延ヘッジ処理、特例処理
ヘッジ手段…金利スワップ、通貨スワップ
ヘッジ対象…未払金、借入金
ヘッジ取引の種類…相場変動を相殺するもの、キャッシュ・フローを固定するもの

(ⅷ) のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５年間～20年間の均等償却を行っています。

(ⅸ) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
ⅰ　支払利息の処理方法

支払利息については原則として発生時の費用処理としていますが、長期かつ金額の重要な事業用資産で一定の条件に該当す
るものに限って建造期間中の支払利息を事業用資産の取得原価に算入しています。

ⅱ　グループ通算制度の適用
当社及び一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しています。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計
処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又
はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っています。

ライナー＆ロジスティクス事業 不定期
専用船
事業

その他事業 調整額
（注） 合計定期船

事業
航空運送

事業 物流事業 不動産業 その他の
事業

売上高 192,353 161,186 702,299 1,231,654 3,127 219,604 △122,984 2,387,240

（単位：百万円)
当連結会計年度期首 当連結会計年度末

顧客との契約から生じた債権（※） 319,011 329,068
契約資産 18,691 25,587
契約負債 50,562 53,430

(2) 収益認識に関する注記
①顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、主に定期船事業、不定期専用船事業、航空運送事業、物流事業、不動産業及びその他の事業を営んでいます。
また、各事業の主な財又はサービスの種類は、これらの事業と同様の情報であるため、記載を省略しています。なお、当連結会
計年度の連結損益計算書に計上している「売上高」は、主に「顧客との契約から生じる収益」です。それ以外の源泉から認識し
た収益は、主にリース取引に係る金額であり、その金額に重要性がないため売上高に含めて開示しています。
当連結会計年度の各事業の売上高は、次のとおりです。

当連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（注）事業部門間の内部売上高又は振替高を相殺しています。

②顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「（1）連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等　④会計方針に関する事項（ⅵ）重要な収益及び費用の計上基準」
に同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。

③当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(ⅰ)　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の期首残高及び期末残高

当連結会計年度の顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の期首残高及び期末残高の内訳は次のとおりです。

　　　　　（※）顧客との契約から生じた債権には、リース取引等に係る金額が含まれていますが、その金額に重要性がないため顧客
　　　　　　　　との契約から生じた債権に含めて開示しています。
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当社グループが通常の営業活動において、顧客に移転した財又はサービスと交換に受取る対価に対する権利のうち、時の経過
以外の条件が付されているものを契約資産として表示しています。契約資産は通常、顧客が対価を支払う、又は支払期限が到
来する前に当社グループが財又はサービスを顧客へ移転する場合に増加し、対価に対する当社グループの権利が無条件になる
ことにより減少します。当社グループが通常の営業活動において、顧客に財又はサービスを移転する義務のうち、顧客から対
価を受取っている、又は対価の期限が到来しているものを契約負債として表示しています。また、定期傭船を除いた、定期船
事業、不定期専用船事業においては、主として、顧客からの貨物を積港にて船舶へ搭載した時点で運賃（滞船料及び早出料等
除く）が法的な請求権として確定します。契約資産は、運送サービス（定期傭船除く）の期間に空船廻航期間を含む不定期専
用船事業の一部取引で発生し、主として、顧客からの貨物を積港にて船舶へ搭載した時点で、顧客との契約から生じた債権に
振り替えられます。
契約負債は通常、当社グループが財又はサービスを顧客に移転する前に、顧客から対価を受取った場合に増加し、当社グルー
プが履行義務を充足することにより減少します。契約負債の減少要因は、主として履行義務の充足によるものです。契約負債
の増加要因は、主として前受の増加によるものです。
当連結会計年度に認識した収益のうち、当連結会計年度期首の契約負債残高に含まれていたものは、46,470百万円です。ま
た、当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の金額に重要性はありません。

(ⅱ)　残存履行義務に配分した取引価格
実務上の便法を適用し注記を省略した取引を除き、当連結会計年度末における残存履行義務に配分した取引価格の総額に重要
性はありません。なお、顧客との契約から受け取る対価の額に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
また、以下の残存履行義務に配分した取引価格に関しては、実務上の便法を適用し注記を省略しています。
海運業（定期船事業、不定期専用船事業）に係る連続航海傭船契約及び数量輸送契約については、市場環境の変化による影響
を安定化させる観点から、顧客との長期契約に重点を置いています。一方、当該連続航海傭船契約及び数量輸送契約に係る収
益は、取引価格に航海数、運賃率等の変動要素があることから変動対価に該当します。当該変動対価は、収益認識に関する会
計基準第72項の要件に従って、個別の航海ごとの運送サービスに配分される変動対価であるため、完全に未充足の履行義務に
配分される変動対価として、注記を省略しています。当該変動対価は履行義務の進捗につれて解消され、最長25年以内に収益
計上します。
定期傭船契約については、提供した時間に基づき顧客に請求する権利を有する契約であり、収益認識に関する会計基準の適用
指針第19項に従って、請求する権利を有している額で収益を認識しているため、注記を省略しています。
当初に予想される契約期間が1年以内の契約については、注記を省略しています。

(3) 会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
・当連結会計年度の固定資産計上額は、主に船舶787,035百万円、航空機90,273百万円です。
・その他見積りの内容に関する理解に資する情報
減損の兆候を識別した資産又は資産グループ（以下、資産グループ）について、割引前将来キャッシュ・フロー、使用価値又は
正味売却価額に基づき減損損失の認識・測定を実施しています。使用価値は、将来キャッシュ・フローの割引現在価値として算
定しています。将来キャッシュ・フローの基礎となる事業計画等における重要な仮定は、主として運賃及び傭船料等の市況並び
に貨物需要等に関する将来の見通しです。また、将来キャッシュ・フローの算定期間は、当該資産グループに属する船舶及び航
空機等の平均残存耐用年数を基礎としています。採用した割引率は、主に資本コストを基礎として算定しています。正味売却価
額は、主に経営者が利用する専門家による評価結果を基礎として算定しています。
運賃又は傭船料等の市況若しくは貨物需要等に関する将来の見通しが悪化した場合や、船舶又は航空機等の評価額が低下した場
合には、新規又は追加の減損損失を計上する可能性があります。

繰延税金資産の回収可能性
・当連結会計年度の繰延税金資産計上額は、7,717百万円です。
・その他見積りの内容に関する理解に資する情報
将来減算一時差異等に対して、将来の課税所得を見積り、繰延税金資産の回収可能性を判断しています。
将来の課税所得の見積りの基礎となる事業計画における重要な仮定は、運賃及び傭船料等の市況並びに貨物需要等に関する将来
の見通しです。
事業計画の前提となっている運賃又は傭船料等の市況若しくは貨物需要等に関する将来の見通しが悪化した場合には、繰延税金
資産の取崩が発生する可能性があります。
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商品及び製品 2,151百万円
仕掛品 413百万円
原材料及び貯蔵品 67,321百万円

現金及び預金 638百万円
受取手形、営業未収入金及び契約資産 1,511百万円
船舶（注） 92,823百万円
建物及び構築物 1,942百万円
機械装置及び運搬具 625百万円
土地 769百万円
ソフトウエア 14百万円
投資有価証券（注） 116,511百万円
投資その他の資産の「その他」 98百万円
　　計 214,935百万円

支払手形及び営業未払金 11百万円
短期借入金 29,191百万円
長期借入金 35,708百万円
　　計 64,911百万円

(4) 連結貸借対照表に関する注記
①　　棚卸資産の内訳

②　担保に供している資産及び担保に係る債務
(ⅰ) 担保に供している資産

(ⅱ) 担保に係る債務

（注）船舶のうち2,322百万円及び投資有価証券のうち115,632百万円は関連会社等の債務の担保目的で差し入れたものです。

③　　有形固定資産の減価償却累計額     　　　　　　　　　　1,318,045百万円

④　　偶発債務
(ⅰ) 保証債務等 215,336百万円
(ⅱ) 当社グループが船舶に関して締結しているオペレーティング・リース契約の一部には、残価保証の条項が含まれています。残価

保証による潜在的な最大支払額は2,895百万円であり、当該オペレーティング・リース契約の購入選択権を行使せずにリース資
産を返却することを選択した場合に支払いを実行する可能性があります。なお、当該オペレーティング・リース契約は2025年
４月までの間に終了します。

(ⅲ) 当社グループは、完成自動車車両等の海上輸送について、主要自動車船社と共同して運賃を設定したとして、請求金額を特定し
ないまま損害賠償及び差し止め等を求める集団民事訴訟が複数の地域にて提起されています。現時点ではそれらの結果を合理的
に予測することは困難です。
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(5) 連結株変計算書(6) 金融商品(7) 賃貸等不動産(8) １株情報(9) その他(10) 後発事象(11) 追加情報

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2023年６月21日
定時株主総会（注）１ 普通株式 86,467 170 2023年３月31日 2023年６月22日

2023年11月６日
取締役会（注）２ 普通株式 29,497 60 2023年９月30日 2023年12月１日

計 115,964

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2024年６月19日
定時株主総会 普通株式 36,761 80 2024年３月31日 2024年６月20日

計 36,761

(5) 連結株主資本等変動計算書に関する注記
① 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 510,165,294株
② 配当に関する事項
(ⅰ) 配当金支払額

(注1) 2023年６月21日定時株主総会の決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託口が保有する当社株式に対する配当金76百万
円が含まれています。

(注2) 2023年11月６日取締役会の決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託口が保有する当社株式に対する配当金22百万円が
含まれています。

(ⅱ) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

(注) 2024年６月19日定時株主総会の決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託口が保有する当社株式に対する配当金30百万
円が含まれています。

(6) 金融商品に関する注記
① 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については主として短期的な預金等とし、資金調達については銀行等金融機関からの借入又は社債に
よります。受取手形、営業未収入金及び契約資産に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程等に沿ってリスク低減を図っていま
す。投資有価証券は満期保有目的の債券及び株式であり、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場
価格の変動リスクに晒されていますが、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。借入金及び社債について
の使途は船舶や航空機、輸送関連施設等の取得に係る設備投資需要や事業活動に係る運転資金需要に対するものであり、金利変
動リスクを回避するために金利スワップ等を実施しています。なお、デリバティブ取引は社内規程等に従い、実需の範囲内で行
うこととしています。
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(5) 連結株変計算書(6) 金融商品(7) 賃貸等不動産(8) １株情報(9) その他(10) 後発事象(11) 追加情報

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上

額 時価 差額

(ⅰ) 有価証券及び投資有価証券（※2）

その他有価証券 93,130 93,130 －

関連会社株式 29,378 22,675 △6,703

(ⅱ) 長期貸付金 51,671

貸倒引当金（※3） －

51,671 50,640 △1,030

(ⅲ) 社債 107,000 107,212 212

(ⅳ) 長期借入金 461,294 459,396 △1,897

(ⅴ) リース債務 97,795 96,392 △1,403

(ⅵ) デリバティブ取引（※4） △5,355 △5,355 －

（単位：百万円)
区分 当連結会計年度

関係会社株式 1,646,518
非上場株式 40,455
その他 3,673

合　計 1,690,648

② 金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（※１）「現金及び預金」、「受取手形、営業未収入金及び契約資産」、「支払手形及び営業未払金」、「短期借入金」及び「コマー
シャル・ペーパー」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略していま
す。

（※２）市場価格のない株式等は、「(ⅰ）有価証券及び投資有価証券」には含まれていません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額
は以下のとおりです。

（※３）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金は控除しています。
（※４）デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しています。

③ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3 つのレベルに分類しています。

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

有価証券及び投資有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル 1 の時価に分類して
います。主に上場株式、国債がこれに含まれます。一方、公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合には
レベル 2 の時価に分類しています。主に地方債、社債がこれに含まれます。

－ 16 －



2024/05/16 17:04:36 / 23088651_日本郵船株式会社_招集通知

(5) 連結株変計算書(6) 金融商品(7) 賃貸等不動産(8) １株情報(9) その他(10) 後発事象(11) 追加情報

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

14,553 △647 13,905 70,711

デリバティブ取引
デリバティブ取引は、通貨関連取引（為替予約、通貨スワップ等）、金利関連取引（金利スワップ）、商品関連取引（運賃
（傭船料）先物取引、燃料油スワップ等）であり、時価を算定する評価技法に使用されるインプットは主に為替レート、金利、
先物取引相場価格等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法等により算定しており、レベル 2 の時価に分類していま
す。

長期貸付金
長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローとTORFの
利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル 2 の時価に分類して
います。また、貸倒懸念債権の時価は、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証に
よる回収見込額等を基に算定しており、レベル 2 の時価に分類しています。

社債
当社の発行する社債の時価は、相場価格に基づき算定しており、レベル 2 の時価に分類しています。

長期借入金及びリース債務
これらの時価は、元利金の合計額（＊）と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により
算定しており、レベル 2 の時価に分類しています。

（＊）金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金については、その金利スワップのレートによる元利金の合計額

(7) 賃貸等不動産に関する注記
① 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む）を有しています。
② 賃貸等不動産の時価等に関する事項

2024年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は2,337百万円（主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価
に計上）です。
また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び連結決算日における時価は、次のとおりです。

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
(注2) 当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却（535百万円）、用途変更（530百万円）による減少です。
(注3) 連結決算日における時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含

む）です。

(8) １株当たり情報に関する注記
① １株当たり純資産額 5,772円50銭
② １株当たり当期純利益 468円13銭

(9) その他の注記
記載金額の表示について
記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しています。
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(5) 連結株変計算書(6) 金融商品(7) 賃貸等不動産(8) １株情報(9) その他(10) 後発事象(11) 追加情報

(10) 重要な後発事象に関する注記
① 社債の発行

当社は、2024年４月10日に無担保普通社債の発行を決定し、2024年４月17日に発行しました。その概要は次のとおりで
す。
無担保第47回普通社債

(i) 発行総額 15,000百万円
(ii) 発行価格 金額100円につき金100円
(iii) 利率 年0.722％
(iv) 償還期限 2029年４月17日（満期一括償還）
(v) 払込期日及び発行日 2024年４月17日
(vi) 資金用途 LNG燃料船、LPG燃料船への投資等

無担保第48回普通社債
(i) 発行総額 10,000百万円
(ii) 発行価格 金額100円につき金100円
(iii) 利率 年1.175％
(iv) 償還期限 2034年４月17日（満期一括償還）
(v) 払込期日及び発行日 2024年４月17日
(vi) 資金用途 アンモニア燃料アンモニア輸送船への投資等

② 自己株式の消却
当社は、会社法第178条及び当社定款第25条の規定に基づく自己株式の消却を2024年４月18日に決定し、2024年4月30日に
実施しました。
(i) 自己株式の消却を行う理由 2023年３月10日公表の中期経営計画の方針に基づく、資本効率向上を意識した株主還元の一環
(ii) 消却する株式の種類 普通株式
(iii) 消却する株式の総数 49,165,294株

（消却前の発行済株式総数 510,165,294 株の9.64%）
(iv) 消却日 2024年4月30日
(v) 消却後の発行済株式総数 461,000,000株
(vi) 消却の方法 資本剰余金及び利益剰余金から減額
なお、2023年8月3日開催の取締役会の決議に基づき取得した自己株式の総数は49,096,700株です。

③ 自己株式の取得及び消却
当社は、2024年５月８日開催の取締役会において、会社法第459条第１項及び当社定款第44条の規定に基づき、自己株式取得
に係る事項を決議するとともに、会社法第178条及び当社定款第25条の規定に基づき、自己株式の消却を決定しました。
(i) 自己株式の取得及び消却を行う理由

当社は、2023年3月に策定した中期経営計画“Sail Green, Drive Transformations 2026- A Passion for Planetary 
Wellbeing -”において、社会に貢献し持続的成長を続ける企業グループを実現するための経営戦略と、資本効率を意識した経
営を進めるための新たな財務戦略を掲げています。この中で、株主還元については、資本効率向上と持続的成長の両立を意識
しながら、機動的に実施する方針を定めています。
この方針に基づき、2023年８月４日から2024年３月７日までの取得期間に約2,000億円の自己株式取得を実施いたしました
が、最新の投資機会の見直しや事業環境等を踏まえ、資本効率の一層の向上を目的として、新たに自己株式取得を行い、取得
した自己株式を全株消却することを決定いたしました。

(ii) 取得に係る事項の内容
(a)取得対象株式の種類 普通株式
(b)取得する株式の総数 35,000,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合7.6%）
(c) 株式の取得価額の総額 1,000億円（上限）
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(5) 連結株変計算書(6) 金融商品(7) 賃貸等不動産(8) １株情報(9) その他(10) 後発事象(11) 追加情報

ANAHD
（株式交換完全親会社）

NCA
（株式交換完全子会社）

株式交換比率 1 0.009815
本株式交換により交付される株式数 ANAHD普通株式：3,926,000株（予定）

(d)取得期間 2024年５月９日～2025年４月30日
(e)取得方法 東京証券取引所における取引一任契約に基づく市場買付
なお、市場動向等により、一部又は全部の取得が行われない可能性があります。

(iii) 消却に係る事項の内容
(a)消却する株式の種類 普通株式
(b)消却する株式の総数 上記(ii)に基づき取得する自己株式の全株式
(c) 消却予定日 2025年５月30日

(11) 追加情報
① ロシア・ウクライナ情勢について

当社は、ロシア・ウクライナ情勢に伴う各国制裁に関し、必要に応じた協議を関係者と行いつつ対応しています。
ロシア・ウクライナ情勢は当社グループの翌連結会計年度以降の連結計算書類に影響を及ぼす可能性がありますが、現時点で財
務上の影響を合理的に見積ることは困難です。

② 子会社株式の株式交換
当社は、2023年7月10日の取締役会において、当社の連結子会社である日本貨物航空株式会社の全株式の株式交換を決議し、
同日付で最終合意書を締結しました。
(i) 分離先企業の名称
　株式交換完全親会社：　ANAホールディングス株式会社（以下、「ANAHD」）
(ii) 分離する事業の内容
　株式交換完全子会社：　日本貨物航空株式会社（以下、「NCA」）
　事業の内容：　航空運送事業
　当社との主な取引内容：　当社から、NCAに事業資金の貸付けを行っています。
(iii) 事業分離を行う主な理由
　当社は、NCA設立以来主要株主としてその経営に関与しておりますが、コストレベルに見合う事業規模拡大に課題を抱えてお
り、環境対応を含めた長期的な視点での更なる成長及び企業価値向上の実現のためには、ANAHDへの譲渡が最善の施策である
と判断しました。
(iv) 事業分離日（株式交換効力発生日）
　2024年7月1日（予定）
　なお、本株式交換は、各国・地域の競争法当局による審査の完了等を実行の前提としていますが、一部の国・地域での審査が
継続しているため、実行時期を変更しました。事業分離日は変更後の予定です。
(v) その他取引の概要に関する事項（法的形式を含む。）
　ANAHDを株式交換完全親会社とし、NCAを株式交換完全子会社とする株式交換による事業分離
　(a)本株式交換の方式
　　受取対価を分離先企業の株式とする株式交換
　(b)本株式交換に係る割当ての内容

(vi) セグメント情報の開示において、当該分離する事業が含まれている区分の名称
　航空運送事業
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで） （単位：百万円）
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益資本準備金 その他

資本剰余金 利益準備金
その他利益剰余金
圧縮

記帳積立金
繰越

利益剰余金

当期首残高 144,319 30,191 1,688 5,888 1,297 710,325 △3,787 889,923 31,263 △36,966 884,221

当事業年度中の変動額

剰余金の配当 △115,964 △115,964 △115,964

圧縮記帳積立金の取崩 △33 33 － －

当期純利益 259,059 259,059 259,059

自己株式の取得 △200,044 △200,044 △200,044

自己株式の処分 0 241 241 241
株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額（純額） 15,087 △6,633 8,454

当事業年度中の変動額合計 － － 0 － △33 143,128 △199,802 △56,707 15,087 △6,633 △48,252

当期末残高 144,319 30,191 1,688 5,888 1,264 853,453 △203,590 833,216 46,351 △43,599 835,968
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(1) 重要な会計方針に係る事項に関する注記  (2) 収益認識に関する注記 (3) 会計上の見積りに関する注記、(4) 貸借対照表に関する注記 (5) 
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個別注記表
(１) 重要な会計方針に係る事項に関する注記
① 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法。なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合

への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）に
ついては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書
を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっています。

② デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

④ 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）
船舶及び建物 定額法
その他 定率法

ただし、2016年４月１日以降に取得した構築物については定額法によってい
ます。

無形固定資産（リース資産を除く）
のれん 20年以内の均等償却
ソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
その他 定額法
リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法

⑤ 繰延資産の処理方法
社債発行費 社債償還期間にわたり月割償却しています。

⑥ 引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しています。

賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負
担額を計上しています。

株式給付引当金 株式交付規程に基づく取締役及び執行役員への当社株式の給付等に備えるた
め、当事業年度末において対象者に付与されるポイントに対応する当社株式の
価額を見積り計上しています。

契約損失引当金 定期傭船契約や賃貸借契約の履行又は期限前返船等、並びに固定資産の購入に
伴い発生する損失に備えるため、将来の損失見込額を計上しています。
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関係会社船舶投資損失引当金 船舶保有関係会社が調達し当社が定期傭船している船舶において、収益性が著
しく悪化したことに伴い発生する損失に備えるため、将来の損失見込額を計上
しています。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上しています。
(ⅰ) 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。

(ⅱ) 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（８年）による定額法により費用処理することとしています。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌期から費用処理することとしています。

特別修繕引当金 船舶の特別修繕に要する費用の支出に備えるため、船舶の将来の見積修繕額に
基づいて計上しています。

事業再編関連引当金 事業の再編等に伴う損失に備えるため、将来の損失見込額を計上しています。

⑦ 収益及び費用の計上基準
(ⅰ) 海運業収益及び海運業費用の計上基準

当社は、主に定期船事業、不定期専用船事業等を営んでおり、傭船契約等（連続航海傭船契約・数量輸送契約・個品運送契約・
定期傭船契約等）の契約に基づき、顧客に対して、運送サービス等を提供しており、主に一定の期間にわたり充足される履行義
務であると判断しています。運送サービス（定期傭船除く）の場合は、航海期間における日数に基づき、履行義務の充足に係る
進捗度を合理的に見積り、収益を認識しています。なお、運送サービスのうち不定期専用船事業の一部については、一航海の船
舶が発港地を出発してから帰港地に到着するまでの期間が通常の期間（運送サービスの履行に伴う空船廻航期間を含み、運送サ
ービスの履行を目的としない船舶の移動又は待機期間を除く。）である場合には、複数の顧客の貨物を積載する船舶の一航海を
単一の履行義務としたうえで、当該期間にわたり収益を認識しています。定期傭船の場合は、現在までに履行が完了した部分に
対する顧客にとっての価値に直接対応する対価の額を顧客から受け取る権利を有しているため、請求する権利を有している金額
で収益を認識しています。

(ⅱ) ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する方法によっています。

⑧ ヘッジ会計の方法
資産及び負債、予定取引における金利変動リスク、為替変動リスクあるいはキャッシュ・フロー変動リスクを相殺するためのデ
リバティブ取引等に対し、ヘッジ会計を適用しています。また、燃料油購入等における価格変動リスクに備えるためのデリバテ
ィブ取引についても、同様にヘッジ会計を適用しています。その方法は、繰延ヘッジを採用していますが、為替予約等のうち所
定の要件を満たすものについては振当処理を、金利スワップ等のうち所定の要件を満たすものについては特例処理を行っていま
す。
なお、借入金・社債等の金利変動リスクに対しては金利スワップ等を、金銭債権債務・在外子会社等への投資・予定取引等の外
貨建取引の為替変動リスクに対しては通貨スワップ・為替予約・外貨建金銭債権債務等を、燃料油等の価格変動リスクに対して
はスワップ等をヘッジ手段としています。ヘッジ有効性の評価は、毎四半期末にヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッ
シュ・フロー変動の累計の比率分析を行う方法によっています。ただし、特例処理によっている金利スワップ等については、有
効性の評価を省略しています。

⑨ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱い

が連結計算書類と異なっています。
グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しています。
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(２) 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　（２）収益認識に関する注記」に同一
の内容を記載しているため、注記を省略しています。

(３) 会計上の見積りに関する注記
関係会社船舶投資損失引当金
・当事業年度の関係会社船舶投資損失引当金計上額は、52,934百万円です。
・その他見積りの内容に関する理解に資する情報
船舶保有関係会社が調達し当社が定期傭船している船舶において、収益性が著しく悪化したことに伴い発生する損失に備えるた
め、将来の損失見込額を計上しています。
将来の損失見込み額の算定は、当該船舶の帳簿価額、将来キャッシュ・フローの割引現在価値及び正味売却価額等を基礎として
行っています。将来キャッシュ・フローの基礎となる事業計画等における重要な仮定は、主として運賃及び傭船料等の市況並び
に貨物需要等に関する将来の見通しです。また、将来キャッシュ・フローの算定期間は、当該資産グループに属する船舶平均残
存耐用年数を基礎としています。採用した割引率は、主に資本コストを基礎として算定しています。正味売却価額は、主に経営
者が利用する専門家による評価結果を基礎として算定しています。
運賃又は傭船料等の市況若しくは貨物需要等に関する将来の見通しが悪化した場合や船舶の評価額が低下した場合には新規又は
追加の繰入を計上する可能性があります。

繰延税金資産の回収可能性
・当事業年度の繰延税金資産計上額（繰延税金負債と相殺前の金額）は、8,835百万円です。
・その他見積りの内容に関する理解に資する情報
連結注記表に記載した内容と同一です。

関係会社株式の評価
・当事業年度の関係会社株式の計上額は528,297百万円です。
・その他見積りの内容に関する理解に資する情報
市場価格のない関係会社株式については、実質価額が期末日の貸借対照表価額と比較して著しく低下している場合、回復可能性
が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、相当の減額を行い、評価差額は当事業年度の損失として処理しています。
実質価額は、当該関係会社の財務数値等を用いて算定しています。回復可能性の判断は、関係会社の事業計画等に基づいて行わ
れており、将来の不確実な経済環境の変動などによって回復可能性が損なわれる場合には、新規又は追加の関係会社株式評価損
を計上する可能性があります。

関係会社貸付金に対する貸倒引当金
・当事業年度の関係会社貸付金残高は704,748百万円、貸倒引当金計上額は9,492百万円です。
・その他見積りの内容に関する理解に資する情報
関係会社貸付金について、個別に回収可能性を勘案し、財務内容評価法に基づき回収不能見込額を貸倒引当金へ計上していま
す。財務内容評価法を採用するに際し、債務者である関係会社の支払能力を総合的に判断しています。関係会社の支払能力は、
関係会社の経営状態、債務超過の程度、事業活動の状況、今後の収益及び資金繰りの見通し、並びに、その他債権回収に関係の
ある一切の定量的・定性的要因を考慮することにより判断しています。
関係会社の経営状態により追加の貸倒引当金の繰入又は戻入が生じる可能性があります。

(４) 貸借対照表に関する注記
① 担保に供している資産及び担保に係る債務
(ⅰ) 担保に供している資産

船舶 ５,692百万円
関係会社株式及び出資金（注） 50,486百万円
計 56,178百万円
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(ⅱ) 担保に係る債務
短期借入金 916百万円
長期借入金 458百万円
計 1,374百万円

(注) 関係会社株式及び出資金50,486百万円は関係会社等の債務の担保目的で差し入れたものです。

② 有形固定資産の減価償却累計額 124,376百万円

③ 偶発債務
(ⅰ) 保証債務等 548,901百万円
(ⅱ) 当社は、完成自動車車両等の海上輸送について、主要自動車船社と共同して運賃を設定したとして、請求金額を特定しないま

ま損害賠償及び差し止め等を求める集団民事訴訟が複数の地域にて提起されています。現時点ではそれらの結果を合理的に予
測することは困難です。

④ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 314,127百万円
長期金銭債権 588,001百万円
短期金銭債務 142,994百万円
長期金銭債務 1,204百万円

(５) 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
営業収益（海運業収益、その他事業収益） 134,948百万円
営業費用（海運業費用、その他事業費用、一般管理費）

349,785百万円
営業取引以外の取引による取引高 227,540百万円

(６) 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 51,020,562株
（注）当事業年度末における自己株式数には、役員報酬BIP信託が保有する自社の株式が378,537株含まれています。

(７) 税効果会計に関する注記
① 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産の発生の主な原因は、関係会社船舶投資損失引当金等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券
評価差額金等です。

② 法人税及び、地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、グループ通算制度を適用しています。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」
（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計
処理並びに開示を行っています。
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(8) 関連当事者との取引に関する注記 (9) １株当たり情報に関する注記、(10) 連結配当規制適用会社に関する注記 (11) その他の注記 (12) 
重要な後発事象に関する注記 (13) 追加情報

属性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引

金額 科目 期末
残高

子会社 日本貨物航空株式会社 所有
直接100％

資金の援助 資金の貸付（注1） 574 短期貸付金 42,945
長期貸付金 75,014

利息の受取 843 その他流動資産 173
子会社 NYKバルク・プロジェクト株式会社 所有

直接100％
資金の受入 資金の返済（注2） 3,804 預り金 37,867

利息の支払 54 － －
子会社 TIGER LNG SHIPPING PTE. LTD. 所有

直接100％
資金の援助 資金の貸付（注3） 13,150 長期貸付金 31,043

利息の受取 1,115 その他流動資産 115
子会社 MARSEILLEMO LNG SHIPPING S.A.S. 所有

直接100％
資金の援助 資金の貸付（注3） 19,755 長期貸付金 19,755

利息の受取 961 その他流動資産 228
子会社 LNG ALPHA SHIPPING PTE. LTD. 所有

直接75％
資金の援助 資金の貸付（注3） 20,247 短期貸付金（注4） 24,423

利息の受取 1,065 その他流動資産 613
子会社 LNG BETA SHIPPING PTE. LTD. 所有

直接75％
資金の援助 資金の貸付（注3） 19,847 短期貸付金（注4） 24,061

利息の受取 787 その他流動資産 544
子会社 LNG DELTA SHIPPING PTE. LTD. 所有

直接75％
資金の援助 資金の貸付（注3） 23,675 短期貸付金（注4） 29,260

利息の受取 764 その他流動資産 308
子会社 LNG GAMMA SHIPPING PTE. LTD. 所有

直接75％
資金の援助 資金の貸付（注3） 17,220 短期貸付金（注4） 23,730

利息の受取 812 その他流動資産 421
子会社 SAGA SHIPHOLDING (NORWAY) AS 所有

間接100％
資金の援助
債務保証等

資金の貸付（注3） 2,553 短期貸付金 3,816
長期貸付金 37,127

利息の受取 2,529 その他流動資産 883
債務保証等（注5） 21,340 － －

子会社 NYK ITF(CAYMAN) LTD. 所有
間接100％

資金の援助
債務保証等

資金の貸付（注3） 22,698 短期貸付金 22,698
利息の受取 118 その他流動資産 19
債務保証等（注5） 93,647 － －

子会社 GREEN BULL ONE CORPORATION 所有
間接100％

債務保証等 債務保証等（注5） 22,111 － －

子会社 船舶保有･貸渡関係会社
255社

所有
直接100％
（255社）

資金の援助
債務保証等
傭船契約

資金の貸付（注3） 53,384 短期貸付金（注4） 37,776
長期貸付金（注4） 251,020

リース債権・投資資産の増加（注6） 14,364 リース債権（一年内） 17,230
リース債権（一年超） 74,517
リース投資資産（一年内） 7,783
リース投資資産（一年超） 28,337

利息の受取 19,665 その他流動資産 4,029
傭船料の支払（注7） 150,936 営業未収金 3,159

営業未払金 7,590
繰延及び前払費用 229

債務保証等（注5） 159,999 － －
関連会社 TAMANDARE OWNING B.V. 所有

直接20％
債務保証等 債務保証等（注5） 39,308 － －

保証料の受取 17 － －
関連会社 MERO 4 OWNING B.V. 所有

直接20％
債務保証等 債務保証等（注5） 36,321 － －

保証料の受取 36 － －

(８) 関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社 （単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 資金の貸付条件については、市場金利を勘案して決定しています。なお、担保を受け入れています。
(注2) 資金の受入条件については、市場金利を勘案して決定しています。なお、担保は差し入れていません。
(注3) 資金の貸付条件については、市場金利を勘案して決定しています。なお、担保を受け入れていません。
(注4) 子会社への貸付金に対し、合計6,037百万円の貸倒引当金を計上しています。また、当事業年度において、合計1,383百万円の貸倒引当金繰入額を計上しています。
(注5) 債務保証等については、保証形態を勘案して保証料を設定しています。
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(8) 関連当事者との取引に関する注記 (9) １株当たり情報に関する注記、(10) 連結配当規制適用会社に関する注記 (11) その他の注記 (12) 
重要な後発事象に関する注記 (13) 追加情報

(注6) リース料については、対象資産のコスト相当額を勘案して決定しています。
(注7) 子会社で発生したコスト相当額を傭船料として支払っています。

(９) １株当たり情報に関する注記
① １株当たり純資産額 1,820円71銭
② １株当たり当期純利益 530円49銭

(10) 連結配当規制適用会社に関する注記
当社は連結配当規制適用会社です。

(11) その他の注記
記載金額の表示について
記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しています。

(12) 重要な後発事象に関する注記
① 社債の発行

当社は、2024年４月10日に無担保普通社債の発行を決定し、2024年４月17日に発行しました。その概要は次のとおりです。

無担保第47回普通社債
(i) 発行総額 15,000百万円
(ii) 発行価格 金額100円につき金100円
(iii) 利率 年0.722％
(iv) 償還期限 2029年４月17日（満期一括償還）
(v) 払込期日及び発行日 2024年４月17日
(vi) 資金用途 LNG燃料船、LPG燃料船への投資等

無担保第48回普通社債
(i) 発行総額 10,000百万円
(ii) 発行価格 金額100円につき金100円
(iii) 利率 年1.175％
(iv) 償還期限 2034年４月17日（満期一括償還）
(v) 払込期日及び発行日 2024年４月17日
(vi) 資金用途 アンモニア燃料アンモニア輸送船への投資等

② 自己株式の消却
当社は、会社法第178条及び当社定款第25条の規定に基づく自己株式の消却を2024年４月18日に決定し、2024年４月30日に
実施しました。
(i) 自己株式の消却を行う理由 2023年３月10日公表の中期経営計画の方針に基づく、資本効率向上を意識した株主還元の

一環
(ii) 消却する株式の種類 普通株式
(iii) 消却する株式の総数 49,165,294株

（消却前の発行済株式総数510,165,294株の9.64%）
(iv) 消却日 2024年４月30日
(v) 消却後の発行済株式総数 461,000,000株
(vi) 消却の方法 資本剰余金及び利益剰余金から減額
なお、2023年８月3日開催の取締役会の決議に基づき取得した自己株式の総数は49,096,700株です。

③ 自己株式の取得及び消却
当社は、2024年５月８日開催の取締役会において、会社法第459条第１項及び当社定款第44条の規定に基づき、自己株式取得
に係る事項を決議するとともに、会社法第178条及び当社定款第25条の規定に基づき、自己株式の消却を決定しました。
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(8) 関連当事者との取引に関する注記 (9) １株当たり情報に関する注記、(10) 連結配当規制適用会社に関する注記 (11) その他の注記 (12) 
重要な後発事象に関する注記 (13) 追加情報

(i) 自己株式の取得及び消却を行う理由
当社は、2023年3月に策定した中期経営計画“Sail Green, Drive Transformations 2026- A Passion for Planetary 
Wellbeing -”において、社会に貢献し持続的成長を続ける企業グループを実現するための経営戦略と、資本効率を意識した経
営を進めるための新たな財務戦略を掲げています。この中で、株主還元については、資本効率向上と持続的成長の両立を意識
しながら、機動的に実施する方針を定めています。
この方針に基づき、2023年８月４日から2024年３月７日までの取得期間に約2,000億円の自己株式取得を実施いたしました
が、最新の投資機会の見通しや事業環境等を踏まえ、資本効率の一層の向上を目的として、新たに自己株式取得を行い、取得
した自己株式を全株消却することを決定いたしました。

(ii) 取得に係る事項の内容
(a) 取得対象株式の種類 普通株式
(b) 取得する株式の総数 35,000,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合7.6%）
(c) 株式の取得価額の総額 1,000億円（上限）
(d) 取得期間 2024年５月９日～2025年４月30日
(e) 取得方法 東京証券取引所における取引一任契約に基づく市場買付
なお、市場動向等により、一部又は全部の取得が行われない可能性があります。

(iii) 消却に係る事項の内容
(a) 消却する株式の種類 普通株式
(b) 消却する株式の総数 上記(ii)に基づき取得する自己株式の全株式
(c) 消却予定日 2025年５月30日

(13) 追加情報
① ロシア・ウクライナ情勢について

当社は、ロシア・ウクライナ情勢に伴う各国制裁に関し、必要に応じた協議を関係者と行いつつ対応しています。
ロシア・ウクライナ情勢は当社の翌事業年度以降の計算書類に影響を及ぼす可能性がありますが、現時点で財務上の影響を合理
的に見積ることは困難です。

② 子会社株式の株式交換
当社は、2023年7月10日の取締役会において、当社の連結子会社である日本貨物航空株式会社の全株式の株式交換を決議し、
同日付で最終合意書を締結しました。
(i) 分離先企業の名称

株式交換完全親会社：　ANAホールディングス株式会社（以下、「ANAHD」）
(ii) 分離する事業の内容

株式交換完全子会社：　日本貨物航空株式会社（以下、「NCA」）
事業の内容：　航空運送事業
当社との主な取引内容：　当社から、NCAに事業資金の貸付けを行っています。

(iii) 事業分離を行う主な理由
当社は、NCA設立以来主要株主としてその経営に関与しておりますが、コストレベルに見合う事業規模拡大に課題を抱えて
おり、環境対応を含めた長期的な視点での更なる成長及び企業価値向上の実現のためには、ANAHDへの譲渡が最善の施策
であると判断しました。

(iv) 事業分離日（株式交換効力発生日）
2024年7月1日（予定）
なお、本株式交換は、各国・地域の競争法当局による審査の完了等を実行の前提としていますが、一部の国・地域での審査
が継続しているため、実行時期を変更しました。事業分離日は変更後の予定です。
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(8) 関連当事者との取引に関する注記 (9) １株当たり情報に関する注記、(10) 連結配当規制適用会社に関する注記 (11) その他の注記 (12) 
重要な後発事象に関する注記 (13) 追加情報

ANAHD
（株式交換完全親会社）

NCA
（株式交換完全子会社）

株式交換比率 1 0.009815
本株式交換により交付される株式数 ANAHD普通株式：3,926,000株（予定）

(v) その他取引の概要に関する事項（法的形式を含む。）
ANAHDを株式交換完全親会社とし、NCAを株式交換完全子会社とする株式交換による事業分離
(a)本株式交換の方式
　受取対価を分離先企業の株式とする株式交換
(b)本株式交換に係る割当ての内容

(vi) セグメント情報の開示において、当該分離する事業が含まれている区分の名称
航空運送事業
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